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１　総合防除推進の背景
　近年、温暖化等による気候変動、人やモノの国境を越え
た移動の増加等に伴い、有害動植物の侵入・まん延リスク
が高まっています。他方、化学農薬の低減等による環境負
荷低減が国際的な課題となっていることに加え、国内では
化学農薬に依存した防除により薬剤抵抗性が発達した有害
動植物が発生するなど、発生の予防を含めた防除の普及等
を図っていくことが急務となっています。
　このような状況に対応し、引き続き有害動植物のまん延
防止及び農作物への損害の発生を軽減していくためには、
有害動植物の発生に対して化学農薬による防除措置を行う
だけではなく、有害動植物が発生しにくい生産条件の整備
により、有害動植物の発生そのものを予防することが重要
です。このため、気象や農作物の生育状況等を踏まえて有
害動植物の発生を予測し、その発生状況に応じて必要な防
除措置を講じる「総合防除」を有害動植物の防除の基本と
して、広く農業者に対して普及していく必要があります。

２　新潟県総合防除計画の策定について
　国が定めた基本指針に即し、かつ、地域の実情に基づき、
新潟県総合防除計画（以降、「計画」。）を令和６年３月29
日に策定しました（計画の構成は図を参照）。
　本県ではこれまでもIPMを推進してきたことから、計画
の策定によって取組が大きく変わるものではありません。
　一方で、計画のⅢでは、農林水産大臣が指定有害動植物
の異常発生時防除に関する措置を指示した場合における防
除の内容や、関係機関（県、市町村、関係団体）の役割分
担を定めており、速やかに異常発生時防除を実施できる仕
組みを新たに整備したところです。
　なお、植物防疫法第22条の３第３項では、都道府県は指
定有害動植物のまん延を防止するため必要があると認める
ときは、総合防除計画に、指定有害動植物の種類ごとの発
生の予防及び当該指定有害動植物が発生した場合における
駆除又はまん延の防止の方法に関し、「遵守事項」を定め

ることができるとされています。
　これを定めた場合、都道府県が農業者に対し、遵守事項
に即した防除等が徹底されるよう、必要な助言・指導を行
うこととなります。現在、本計画では遵守事項を定めてお
りませんが、今後の有害動植物の発生動向やまん延等によ
る本県農業への影響を踏まえながら、このような仕組みも
必要に応じて検討していくことが重要と考えます。

Ⅰ　農作物有害動植物の防除に関する方針
　１　指定有害動植物の総合防除の実施に関する基本的な事項
　２　指定有害動植物等の種類ごとの総合防除の内容
Ⅱ　植物防疫事業及び農薬安全使用に係る事業計画
　１�　指定有害動植物等の防除に係る指導の実施体制並びに市

町村及び農業者の組織する団体その他の農業に関する団体
との連携に関する事項

　２　病害虫発生予察事業
　３　病害虫防除事業
　４　農薬安全対策事業
　５　農薬の残留対策
　６　農薬販売・使用の指導取締
Ⅲ　異常発生時防除の内容及び実施体制に関する事項
別冊　新潟県病害虫・雑草防除指針

図　新潟県総合防除計画の構成
注１）下線部は、植物防疫法（以降、「法」）第23条の３第２項に基
づき総合防除計画に定めるとされている事項。
注２）指定有害動植物：「有害動物又は有害植物であって、国内にお
ける分布が局地的でなく、又は局地的でなくなるおそれがあり、
かつ、急激にまん延して農作物に重大な損害を与える傾向がある
ため、その防除につき特別の対策を要するもの」（法第22条）
＜農林水産省HP＞
　https://www.maff.go.jp/j/syouan/syokubo/gaicyu/g_yosatsu/

３　計画の見直しについて
　国は、少なくとも５年ごとに基本指針に再検討を加え、
必要があると認めるときは変更するとしていることから、
本計画は、国の見直しを踏まえ、必要に応じて市町村等の
意見を伺い変更していきます。
　ただし、計画の「Ⅰの２」、「Ⅱの２」については、毎年
度対象となる病害虫が変わり得ることから、当該箇所につ
いては、毎年見直しを検討してまいります。

（新潟県農産園芸課　細金俊明） 

新潟県総合防除計画
の策定について
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写真１　ナシ花腐細菌病の花・果実症状
（品種：A「新王」、B・C「幸水」）

写真２　ナシ花腐細菌病の枝症状
（品種：A「新王」、B「豊水」、C「新碧」）

写真３　西洋なし「ル レクチエ」の葉に発生した症状

ユリ切り花の高品質生産に向けたアブラムシ類の発生消長調査
　十日町地域では、オリエンタル系ユリ切り花の高品質生産
に努めており、津南は「雪美人」、十日町は「雪華美」のブ
ランド名で出荷し、市場から高い評価を得ています。
　ユリの重要病害虫の一つにウイルス病があり、ウイルス病
に罹病したユリは、葉がモザイク症状になるなど、切り花品
質や出荷率を低下させるため、ウイルス病の発生抑制は大き
な課題です。
　そこで、十日町農業普及指導センターでは、ウイルス病を
媒介するアブラムシ類の発生時期及び発生量を調査していま
す。
　具体的には、ユリ球根養成ほ場に黄色水盤を設置し、５月
から10月末まで概ね７日間隔でアブラムシ類（有翅虫）の誘
殺数を調べています。
　ＪＡを通じて、管内のユリ球根養成者及び切り花生産者へ
調査データを情報提供し、適期防除対策に役立ててもらって
います。
　この取組により、ウイルス病の発生量は、近年少ない傾向
にあります。今後もこの取組を継続し、ユリ切り花の品質確
保に役立てていきたいと思います。

（十日町農業普及指導センター　斎藤季実果）

植防一口メモ

県内で問題になっている「なし」の細菌性病害
　近年、新潟県内の日本なし及び西洋なし産地において、
新たな細菌性病害が発生しています。一般に、細菌病は糸
状菌病に比べて殺菌剤が効きにくいため、防除が困難と言
われています。ここでは、日本なし及び西洋なしで問題に
なっている細菌病について最新の知見をまとめました。

１　ナシ花腐細菌病の症状と有効と考えられる防除対策
　令和２年頃から、県内の日本なし産地で被害が拡大し問
題になっています。病原細菌はPseudomonas syringae pv. 
syringaeで、風雨により飛散し、花や新梢に感染すると考
えられています。国内における発生例がほとんどないため、
研究知見が少なく発生生態が不明であり、有効な防除法が
確立されていません。
　花の症状として、４月上旬の花蕾肥大期には、花蕾の花
弁やがく片が黒変ないし褐変し（写真１A）、開花期には、
花弁が萎凋・脱落します（写真１B）。いずれの時期にお
いても、症状が重篤な場合は花そう全体が枯死します。ま
た、多発園では、一部の幼果に、花弁やがく片の枯死が原
因と考えられる、ていあ部のへこみや黒変が見られます
（写真１C）。これらの症状によって収穫量が減少するこ
とが懸念されます。

　新梢の症状は伸長の旺盛な５月から６月にかけて多く見
られます。初め茎が水浸状に黒変するか、葉柄が黒変しま
す（写真２A）。その後次第に枝に沿って病斑が拡大し、
病勢の進んだ新梢は下方へ湾曲します（写真２B）。これ
までの調査結果から「豊水」は特に罹病しやすい傾向があ
り、令和５年５月に実施した多発園における調査では、新
梢の３割以上に黒変症状が見られました。
　上述の水浸状病斑は次第に硬化し亀裂を生じ、翌春には
かいよう状になります（写真２C）。病原細菌はかいよう
状病斑からも分離されるため、越冬した罹病枝が伝染源と
なる可能性があります。したがって、緑枝、登熟枝を問わ
ず、罹病枝を見つけたらせん除しほ場外に持ち出すなど適
切に処分することが現時点で有効な防除対策であると考え
られます。
　また、カスガマイシン・銅水和剤の収穫後（10月～11月）
散布による翌春の本病の発病抑制効果が確認され、本年６
月12日付けで適用拡大登録されました。農薬登録情報を確
認の上、確実に散布しましょう。

２　セイヨウナシ黒斑細菌病様症状の発生
　令和６年５月、県内の複数園地で採取した「ル レクチ
エ」の葉の黒色斑点症状（写真３）からナシ花腐細菌病と
同一種のP. syringaeが分離されました。園芸研究センタ
ーがこれまでに実施した試験の結果から、本症状はセイヨ
ウナシ黒斑細菌病の可能性が高いと考えられます。
　本症状は５月以降発生し、円形～不整形の黒色斑点を生
じます。黒色斑点の多くは黄緑色のハローを伴います。平
成20年に山形県の「ラ・フランス」で発生したセイヨウナ
シ黒斑細菌病では、葉の症状のほか、幼果の黒色斑点症状
や、枝及び花器の黒変・枯死症状も観察されました（田平
ら（2012）日本植物病理学会報78：178–182）。園芸研究セ
ンターでは現在、
関係機関と連携
し、発生状況の
調査、細菌の詳
細な同定並びに
接種再現試験を
実施中です。

� （園芸研究センター　長谷川拓也）
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み ち く さ

写真１：新潟県の主な斑点米カメムシ類

写真３　
斑点米被害対策パンフレット

写真２：カスミカメムシ類の増殖源となる主なイネ科雑草

カメムシ大発生
　この春はテレビで「カメムシ大発生」のニュースが度々
流れました。大発生したのはツヤアオカメムシやチャバネ
アオカメムシ、クサギカメムシなどで、果樹カメムシとし
て知られています。多くの県で果樹カメムシの注意報が発
表され、7月に入ってからは斑点米カメムシの注意報も
次々と発表されています。さまざまな農作物で被害が心配
されます。大型のカメムシの大発生はテレビなどで流され
るとインパクトが強く、農業者もリスクをしっかり感じる
のではないでしょうか。一方、斑点米カメムシのアカスジ
カスミカメのような小さな種は、霞のように捉えにくく、
田んぼを見てもいるかどうかさえわからないほどです。体
は小さくても大きなカメムシ以上に斑点米を作ります。ど
のようにしたら「見えないカメムシ」のリスクを農業者に
実感してもらえるでしょうか？フェロモントラップで見え
る化はできるのですが迫力不足です。カメムシが田んぼを
飛び回っている様子や稲穂を吸っている様子を動画として
配信できるとよいと思うのですが・・・
� （高冷地農業技術センター　石本万寿広）

新潟県におけるアカスジカスミカメの発生実態と
斑点米被害対策パンフレット

１　新潟県の斑点米カメムシ類
　イネの穂を吸汁・加害して斑点米をつくるカメムシは複
数種存在し，それらのカメムシたちは斑点米カメムシ類と
呼ばれます。新潟県における斑点米カメムシ類の主要種は，
1970年代ではオオ
トゲシラホシカメ
ムシやホソハリカ
メムシでしたが、
1990年代からはア
カヒゲホソミドリ
カスミカメが、さ
らに2010年頃から
はアカスジカスミ
カメが加わりました（写真１）。
　現在、これらカメムシ類を合計した密度は過去最高レベ
ルにあります。作物研究センターでは近年密度が上昇して
いるアカスジカスミカメに特に注目し、2020年から2023年
まで新潟県における斑点米カメムシ類の発生実態を調査し
ました。

２　アカスジカスミカメの発生実態
　斑点米カメムシ類の多くは、水田周辺の雑草地に生息し、
イネの出穂を契機に水田に侵入します。アカスジカスミカ
メは出穂したイネ科雑草を主な寄主植物として増殖するこ
とから、出穂したイネ科雑草に注目して県内複数地区の雑
草地を調査しました。アカスジカスミカメは出穂したイネ
科雑草で増殖し、雑草地の密度は７月上中旬にもっとも高
くなります。その後イネの出穂が始まる７月下旬～８月上
旬には生息地が水田にも広がると見られ、雑草地の密度は
低下します。アカスジカスミカメが増殖する主なイネ科雑
草種は県内で概ね一致し、５月から６月はスズメノカタビ
ラやスズメノテッポウ、ナギナタガヤ、ヌカボなどで、７
月以降はほぼメヒシバになります（写真２）。
　また水田内の密度をアカスジカスミカメとアカヒゲホソ
ミドリカスミカメを比較すると、アカヒゲホソミドリカス
ミカメが出穂期の早いほ場で密度が高くなりやすいのに対
し、アカスジカスミカメは出穂期の遅いほ場でも密度が高

くなる場合がありました。多くの斑点米カメムシ類は、出
穂期の早い早生品種を好んで加害する傾向がありますが、
アカスジカスミカメは他の斑点米カメムシ類と比較して中
生・晩生品種に対するリスクが高いといえます。

３　新潟県斑点米被害対策パンフレット
　４年間で延べ80ほ場の斑点米率を調査したところ、防除
適期（出穂期３日後頃～出穂期７日後）に殺虫剤が散布さ
れたほ場では、斑点米率が0.1％以下でした。一方で防除
適期を逃したほ場では、斑点米率が0.1％を超える事例も
確認されています。斑点米被害対策として適期防除の重要
性が改めて示されました。
　斑点米の多少に影響する要因は、殺虫剤による薬剤防除
だけでなく、割れ籾の発生量やホタルイやノビエなどの水
田内雑草の存在、大型カメムシの加害など複数あります。
斑点米カメムシ類の密度が高まっている現在、斑点米被害
を抑えるには殺虫剤散布による化学的防除だけでなく、水

田内外の雑草管理による耕種的
防除、収穫後色彩選別機による
物理的防除を組み合わせた総合
的な対策が効果的です。作物研
究センターでは、これまでの知
見を包括的に取りまとめ「新潟
県斑点米被害対策パンフレット」
https://www.pref.niigata.lg.jp/
sec/nosoken_sakumotsu/
2024hantenmaipamphlet.html 
を作成しました（写真３）。

　本パンフレットを参考に，総合的な斑点米被害対策に取
り組みましょう。� （作物研究センター　岩田 大介）
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写真１　生育マップ 写真３　植生マップ写真２　地力マップ

写真４　生育ステージ予測

写真５　BBCH の表示例

写真６　病害リスク予測

写真７　散布天気

衛星データと AI を活用した栽培管理支援システム
「 ザルビオフィールドマネージャー」 の紹介

１．ザルビオとは
　xarvio（R） FIELD MANAGER（ザルビオフィールドマ
ネージャー、以下ザルビオ）は、BASFデジタルファーミ
ング社（本社：ドイツ）が開発したシステムで、作付けす
る作物やその品種情報、タイムリーな気象情報、人工衛星
からの画像解析データといった様々な情報をAIによって
解析することで、その圃場に合った最適な管理をサポート
する栽培管理支援システムです。
　2017年にヨーロッパを中心にサービスを開始し、2024年
現在、世界７か国で12万以上のユーザーにより約2,000万ha
以上の農地で活用されています。日本国内でも、2021年４
月にリリースされ、年々ユーザーが増えており、同じく
2024年現在、約14,000ユーザーにより13万ha以上が登録さ
れています。

２．機能
⑴　初級機能（生産者の確認をサポート）
　初級機能として、生産者の確認作業をサポートするため
衛星画像を解析するマップ機能があります。マップ機能で
確認できるのは主に「生育マップ」「地力マップ」「植生マ
ップ」の３種類です。
　生育マップは１日１回人工衛星が撮影する画像を基に、
圃場内の生育ムラを確認することができます。LAI（葉面
積指数）値から圃場内を５つのゾーンに区分けし、濃緑～
赤によるヒートマップで生育の良し悪しを表現します。
（写真１）
　地力マップは、最大10年分の生育傾向をAIが解析して、
圃場内における地力の高低を示します。生育マップ同様、
地力の高低を濃緑～薄緑による５つのゾーンで表現します。
（写真２）
　植生マップは、植物の活性を示すNDVI値から圃場の生
育状況を確認することができます。植生マップでは、圃場
内の生育ムラを確認できるだけではなく、圃場の平均値で
も表示できるため、圃場間の生育比較にも活用することが
可能です。（写真３）

⑵　中級機能（生産者の判断をサポート）
　中級機能としては、生産者の判断をサポートするための
予測機能があります。予測機能はAIに学習させた品種ご
との栽培データや気象データから「生育ステージ予測」「病
害リスク予測」を確認することができます。
　生育ステージ予測は、圃場ごとに登録する「品種名」「作
付け日」「田植え時の葉齢（水稲のみ）」から、AIが品種
ごとの生育スピードと気象データを解析して作付けから収
穫までの生育ステージを予測します。（写真４）

　ザルビオが示す生育予測では、BBCHという国際的なコ
ードが使われ、BBCH32＝幼穂形成期（幼穂長１～２㎜）
やBBCH55＝出穂期（出穂50％）などで表示されます。（写
真５）

　病害リスク予測では、同じくAIに学習させた品種ごと
の耐病性と気象データの解析により、５つの病気にかかる
リスクの高さを緑（低リスク）、黄（中リスク）、赤（高リ
スク）で表示します。（写真６）今日から向こう５日間の
リスクが確認できるため、病気が発生・まん延する前に薬
剤防除をおこなうことが可能になります。

　

　他にも中級機能には「散布天気」と「大豆雑草管理プロ
グラム」という機能もあります。散布天気は今日を含む10日
間の天気予想と１時間ごとに肥料や農薬の散布に適してい
るかどうかということを確認することができます。（写真７）

　また、大豆雑草管理プログラムは大豆特有の機能で、圃
場ごとに毎年発生する雑草を登録すると、その雑草に合わ
せた作業内容や除草剤をザルビオが提案するという機能で
す。他県でもこの機能を活用し雑草対策をおこない、例年
よりも収量が向上したという事例も出ています。

⑶　上級機能（生産者の作業をサポート）
　上級機能では、生産者の作業をサポートするため農業機
械と連携できる可変施肥マップの作成機能があります。初
級機能で紹介した地力マップや生育マップを基に、地力の
高低や生育の進み具合に応じた施肥量を設定した可変施肥
マップ（写真８）を作成することができます。この可変施
肥マップのデータを対応する農機に転送することで地力や
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写真８　可変施肥マップ
（左：地力マップ、中央：可変施肥マップ、右：ゾーン別施肥量）

写真14　各圃場の生育ステージ

写真12　R5収量マップ

写真10　可変施肥マップ写真９　R4生育マップ

写真11　R5生育マップ

写真13　地力マップと倒伏程度

生育に応じて施肥量を加減することが可能になります。農
機へのデータ転送は、USBやマイクロSDカードでおこな
うものや、独自の管理システムを介して転送をおこなうも
のなど、農機メーカーによってその方法は異なります。

３．活用事例
　サービス開始から４年目を迎え、県内外でも多くの生産
者が活用をしています。以下、各機能の活用事例をご紹介
します。

⑴　可変施肥による収量向上
　地力マップや生育マップを基に可変施肥をおこなうこと
で、低収ゾーンの収量向上が期待できます。可変施肥は、
田植え機やブロードキャスターとの連携による元肥でも、
ドローンとの連携による穂肥でも実施できます。
　令和５年度に本会が実施した可変施肥実証の成績をご報
告します。この圃場は令和４年度に畔抜きした圃場であり、
盛土と切土の関係で圃場の片側に栄養が偏り、栄養過多の
部分は倒伏程度が大きく、もう一方は収量が少なかったと
いう圃場でした。実際に令和４年７月の生育マップ（写真
９）を見てみると、その傾向が見てとれます。令和５年４
月、その生育マップを基にして可変施肥マップ（写真10）
を作成し、元肥可変施肥をおこないました。標準施肥量を
窒素換算で5.4㎏/10aと設定することで、ザルビオ上で生
育の良かったところは窒素成分4.7kg/10a（標準-13％）、生
育が悪かったところは窒素成分6.5kg/10a（標準＋20％）
という可変施肥マップが作成されました。
　令和５年７月の生育マップ（写真11）を見てみると、可
変施肥の効果で濃緑の部分が広がりムラが解消されている
のが分かります。収穫前の倒伏程度も昨年よりかなり軽減
され、収穫には影響しない程度で収まりましたし、収穫時
の収量マップ（写真12）を見てみると、収量も圃場均一に
穫れていることが分かります。実証に協力いただいた農業
法人からも「平均反収よりも約50㎏/10a（＋９％）多く穫
れた」と可変施肥の効果の高さを評価いただきました。

　一方、元々の地力が高い圃場の場合は、施肥量の設定に
注意が必要です。こちらも令和５年度の実証結果ですが、
この圃場は地力マップを基に、地力の高いところの施肥量
を減らしましたが、それでも施肥量が多く収穫前に倒伏し
てしまいました。（写真13）こういった場合、標準となる
施肥量を減らすほか、自動で生成されるゾーンごとの施肥
量を手動で調整し施肥量を減らすことで対応します。

　また、可変施肥は機械との連携が必須なわけではありま
せん。生育マップや地力マップを参考に、手動で可変施肥
をすることでも収量向上効果が期待できます。県外では、
動力散布機による穂肥施用時に生育マップを参考にして、
歩く速度を変えることで施肥量を調整し可変施肥をおこな
った結果、収量が16％向上したという事例もあります。

⑵　生育ステージ予測による品質向上
　生育ステージ予測を活用し、各種作業の時期を判断する
ことで適期作業が可能になり品質の向上が期待できます。
新潟県下越地区の農業法人では、ザルビオの生育ステージ
予測をもとに、BBCH23（主茎と分げつ３本）に中干し、
BBCH41（穂ばらみ前期）に穂肥散布、BBCH89（成熟期）
に収穫をした結果、令和５年度コシヒカリBLの１等米比
率が73.2％（前年71.4％）という好結果が得られました。
　生育ステージ予測は、登録している圃場を俯瞰して確認
することができるので、全圃場の生育ステージを手軽に確
認することができます。（写真14）

４．おわりに
　これまで、農家の皆さんが経験や勘でおこなってきた農
業にザルビオを加えてもらうことで、より正確に、より効
率的に、より省力的に農業がおこなえるようになります。
　規模拡大する担い手や新規就農者、事業承継を考えてい
る経営者など、多くの方にスマート農業を実践していただ
きたいと思います。

� （全農新潟県本部  担い手・営農支援課　小川 将志）



− 6 −

にいがた植防だより 第169号

無人ヘリコプター県飛行技術競技会の様子（県農業大学校にて）

編　集　後　記
〇�　今夏はパリでオリンピック・パラリンピックが開催され、日

本勢の大活躍、メダルラッシュで、日本中が熱く盛り上がって
います。また、国内では自民党総裁選、アメリカでは4年ぶり
の大統領選に向け候補者が激しい舌戦を繰り広げ熱くなってき
ています。

　�　さて、新潟の「あつい」と言えば、昨年は過去に例のない高
温、少雨に見舞われ、コシヒカリをはじめ新潟米の著しい品質
低下を招いたことは記憶に新しいところです。今年も暑い夏に
なっていますが施肥や水管理、適期収穫など生産者、関係者が
最後まで良質米生産への熱い思いをもって取組み、今年産はい
つもどおりの美味しくて高品質な新潟米になることを信じてい
ます。

〇�　今号から事務局の編集担当が交代しました。今後も紙面の充
実を図ってまいりますので、引き続きご愛読よろしくお願いし
ます。� （事務局）

令和６年度新潟県植物防疫協会の事業計画について
　2024年３月24日の理事会において承認され、６月19日の
定時総会で報告しました令和６年度の主な事業計画につい
て紹介します。
　当協会では県及び関係団体と連携して環境負荷の軽減に
配慮した効率的な防除法の開発支援や農薬適正使用の啓発
を主たる活動を行っています。一方で、昨年４月に施行さ
れた改正植物防疫法では総合防除の推進が謳われ、新潟県
も５年度末には指定有害動植物の総合防除の実施に関する
基本的な事項や具体的内容等を示した「総合防除計画」を
策定・公表しました。さらに国は、今年度から補助事業な
どに「環境負荷軽減のクロスコンプライアス」を導入して
います。こうした状況を踏まえ、従前の事業を展開しつつ
も、県及び関係団体と連携して植物防疫をめぐる情勢変化
に柔軟に対応できる事業を推進していくこととしています。

１　病害虫等防除推進事業
⑴　病害虫防除対策調査事業

　県病害虫防除所の協力を得て県下６地域の病害虫防除
協議会が実施する病害虫防除確立のための調査活動を支
援するための調査経費の一部を交付します。

⑵　農薬適正使用啓発事業
　国の実施している危被害防止運動（６月～８月）を受
け、正しい農薬の使用と危被害防止に向けた啓発ポスタ
ーやチラシの配布など啓発活動を県及び関係団体ととも
に行うとともに、地域の病害虫防除協議会が農薬適正使
用や保管管理の徹底を推進する経費の一部を交付します。

⑶　研修会開催事業
　農薬の適正利用・管理指導や適正販売を図るため農薬
管理指導士の認定研修及び３年ごとの資質向上（認定更
新）研修を県及び関係団体とともに開催します（１月中
旬実施予定）。また病害虫雑草防除に関わる研修会・検
討会を県、農業団体と実施していきます。

⑷　広報事業
　①�　安全・安心な農産物生産に関する知識・技術の向上

と農薬安全使用の徹底などを図るため病害虫雑草防除
指針を頒布します。

　②�　当協会の機関誌「にいがた植防だより」を年３回発
行し、病害虫・雑草防除、農薬の適正使用に関する最
新の研究成果、現地取組事例等を発信します。

　③�　植物防疫に関わる資料やフェロモントラップ等発生
予察資材を斡旋提供します。

⑸　産業用無人航空機防除推進事業
　産業用無人ヘリ及びマルチローターによる防除を安全
で効率的・効果的に実施するため、新潟県農業共済組合
及び県とともに事業関係者を対象とした安全対策会議及
び利用実績検討会を開催し、事故防止に向けた啓発活動
を実施します。

２　農薬試験事業
⑴　農薬実証ほ設置事業

　県経営普及課、農業普及指導センター及び農業大学校
の協力を得て新規に登録された農薬等が県内各地域にお
いて問題となっている病害虫や雑草に対して安定した効
果を発揮し高い普及性を有するかを検証し、その結果を

病害虫防除指針に反映することによって適正な農薬の使
用を促進します。
【令和６年度実施予定】　28品目、31か所

⑵　農薬委託試験事業
　登録に向け開発中の農薬について、本県の病害虫・雑
草に関する防除効果と実用性を検証し、農薬の登録促進
を図ります。また、作物残留調査のための分析試料を作
成し、農薬使用基準、作物残留基準の策定に資すること
とします。
【令和６年度試験実施予定】（８月末現在）

・�農業総合研究所・各研究センター委託
　　　　　　　　（薬効・薬害試験）　：56試験
・�当協会で実施　（薬効・薬害試験）　：32試験、
　　　　　　　　（GLP作物残留試験）：25試験

※�GLP試験：試験成績の信頼性を確保するための国
際基準に則った試験

３　その他
　無人航空機防除の安全運航を徹底するため、新潟県産業
用無人航空機推進協議会の事務局として無人航空機の利用
計画・実績のとりまとめ、県飛行技術競技会の開催又は全
国大会への選手派遣、さらに無人航空機に関わる各種情報
提供などの事務を担います。

【令和６年度予定】
 ・�無人ヘリコプター県飛行技術競技会
� 10月16日　新潟県農業大学校
 ・全国無人ヘリコプター飛行技術競技大会・研修会
� 11月７，８日　埼玉県熊谷市

（県植物防疫協会　事務局）


